
■市税
　37億3,306万円 26.3％（▲0.1％）

■繰入金
　５億3,293万円 3.7％（49.5％）

■分担金及び負担金
　３億2,626万円 2.3％（▲2.1％）

■諸収入
　２億3,153万円 1.6％（▲9.7％）

■その他
　３億175万円 2.1％（5.5％）

■地方交付税
　46億2,000万円 32.5％（▲ 1.3％）

■その他の依存財源
　２億7,300万円 2.0％（3.8％）

■地方消費税交付金
　６億円 4.2％（0.0％）

■市債
　９億5,510万円 6.7％（▲27.9％）

■県支出金
　９億7,455万円 6.8％（0.3％）

■国庫支出金
　16億7,082万円 11.8％（0.6％）

■

一
般
会
計
の
概
要

　

一
般
会
計
は
、
市
税
を
は
じ
め
、

国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金

な
ど
を
財
源
と
し
て
、
保
健
や
福

祉
、
教
育
、
土
木
、
環
境
対
策
な

ど
の
市
が
実
施
す
る
基
本
的
な
施

策
を
行
う
会
計
で
す
。

　

平
成
30
年
度
当
初
予
算
の
編
成

に
当
た
っ
て
は
、
任
期
満
了
に
伴

う
匝
瑳
市
長
選
挙
を
控
え
て
い
た

こ
と
か
ら
経
常
的
経
費
を
中
心
と

し
た
骨
格
予
算
と
し
て
編
成
し
ま

し
た
が
、
継
続
事
業
と
し
て
実
施

し
て
い
る
一
部
の
政
策
的
経
費
を

計
上
し
て
、
通
年
予
算
と
な
っ
て

い
ま
す
。
新
た
な
政
策
的
経
費
は

６
月
以
降
に
補
正
予
算
で
計
上
し
、

併
せ
て
本
格
予
算
と
し
ま
す
。

■
財
調
基
金
５
億
円
を
取
り
崩
し

編
成

　

30
年
度
は
、
骨
格
予
算
で
あ
る

こ
と
や
、
津
波
避
難
タ
ワ
ー
設
置

事
業
や
ド
ー
ム
改
修
事
業
が
終
了

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
歳
出
で

は
投
資
的
経
費
が
大
幅
に
減
少
し
、

任
意
的
経
費
は
前
年
度
か
ら
５
億

円
以
上
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
市
債
の
返
済
に
関
係

す
る
公
債
費
や
扶
助
費
の
増
加
に

加
え
、
国
保
匝
瑳
市
民
病
院
へ
の

繰
り
出
し
や
広
域
ご
み
処
理
施
設

整
備
に
伴
う
負
担
金
も
引
き
続
き

見
込
ま
れ
る
た
め
、
市
の
貯
金
で

あ
る
財
政
調
整
基
金
を
５
億
円
取

り
崩
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　

歳
入
に
関
し
て
は
、
評
価
替
え

に
伴
う
固
定
資
産
税
の
減
収
な
ど

で
市
税
収
入
が
伸
び
悩
む
と
と
も

に
、
地
方
交
付
税
は
普
通
交
付
税

の
算
定
に
お
け
る
合
併
算
定
替
の

〝
縮
減
率
引
き
上
げ
〞
な
ど
が
影

響
し
て
、
前
年
度
と
比
べ
て
６
０

０
０
万
円
の
減
少
と
な
っ
て
い
ま

す
。

◆
地
域
の
活
性
化
を
目
指
す
施
策

　

人
口
減
少
対
策
や
地
域
の
活
性

平
成
30
年
度
当
初
予
算

一
般
会
計
予
算
は
１
４
２
億
１
９
０
０
万
円

自
主
財
源

51
億
２
５
５
３
万
円

依
存
財
源

90
億
９
３
４
７
万
円

　

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
額
は
１
４
２
億
１
９
０
０
万

円
（
前
年
度
比
で
１
・
７
％
減
）
で
、
特
別
会
計
と
合
わ
せ
た
総
額
は

２
５
６
億
７
６
０
７
万
円（
同
７
・
４
％
減
）と
な
り
ま
し
た
。

通
年
予
算
を
計
上
し
骨
格
編
成

一 般 会 計

歳入

36.0％

64.0％

入ってくるお金
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義務的
経費
52.1%

任意的
経費
47.9%

■その他
　3,502万円 0.3％（40.0％）

■議会費
　１億9,432万円 1.4％（▲2.1％）

■商工費
　２億1,524万円 1.5％（2.2％）

■農林水産業費
　５億9,254万円 4.2％（▲1.4％）

■消防費
　７億4,577万円 5.2％（6.0％）

■土木費
　８億160万円 5.6％（▲14.3％）

■教育費
　14億6,469万円 10.3％（▲14.1％）

■公債費
　15億8,625万円 11.2％（1.5％）

■衛生費
　17億2,441万円 12.1（▲ 0.8％）

■総務費
　17億5,221万円 12.3％（5.4％）

■民生費
　51億695万円 35.9％（▲0.4％）

化
に
係
る
施
策
で
は
、
転
入
者
の

住
宅
取
得
に
係
る
助
成
を
３
年
間

延
長
し
て
実
施
し
、
市
外
か
ら
の

転
入
促
進
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、

空
き
店
舗
を
活
用
し
て
事
業
を
始

め
る
際
の
改
修
経
費
や
賃
借
料
の

助
成
を
行
う
と
と
も
に
、
経
営
の

基
礎
や
開
業
手
続
き
な
ど
の
知
識

を
習
得
す
る
創
業
支
援
事
業
に
対

す
る
助
成
も
引
き
続
き
実
施
し
、

若
年
者
の
雇
用
環
境
改
善
に
取
り

組
み
ま
す
。

　

こ
の
他
、
市
内
循
環
バ
ス
の
利

用
が
困
難
な
高
齢
者
を
対
象
に
し

た
地
域
交
通
利
用
料
助
成
事
業
は
、

1
回
当
た
り
使
用
可
能
枚
数
を
増

や
す
な
ど
拡
充
を
実
施
。
ま
た
、

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
移
行
措
置

と
し
て
、
小
学
校
３
・
４
年
生
の

外
国
語
活
動
を
新
た
に
年
間
15
時

間
、
５
・
６
年
生
の
外
国
語
科
を

年
間
50
時
間
実
施
し
ま
す
。

　

合
併
関
連
事
業
で
は
、
継
続
事

業
と
し
て
み
ど
り
平
か
ら
野
手
ま

で
を
結
ぶ
南
北
連
絡
道
路
（
市
道

１
１
１
３
７
号
線
）
の
整
備
事
業

を
実
施
し
ま
す
。

■

特
別
会
計
の
概
要

　

特
別
会
計
は
、
保
険
料
な
ど
特

定
の
収
入
で
事
業
を
行
う
た
め
に

一
般
会
計
と
は
区
別
し
て
経
理
す

る
会
計
で
、
本
市
で
は
４
会
計
が

あ
り
ま
す
。

　

制
度
の
改
正
が
あ
っ
た
国
民
健

■会計別の予算額と前年度との比較
会　計　名 30年度予算 （前年度比）

国民健康保険特別会計 47億4,625万円  （▲26.7％）

後期高齢者医療特別会計 ４億4,678万円 （3.8％）

介護保険特別会計 33億9,417万円 （2.9％）

病院事業会計

収益的支出 27億1,260万円 （▲6.2％）

資本的支出 １億5,727万円 （▲11.4％）

計 114億5,707万円 （▲13.7％）

扶助費扶助費
31億6,774万円31億6,774万円
22.3％22.3％

補助費等補助費等
22億6,432万円22億6,432万円
15.9％15.9％

物件費物件費
18億140万円18億140万円
12.7％12.7％

繰出金繰出金
13億5,367万円13億5,367万円

9.5％9.5％

投資的経費投資的経費
９億2,669万円９億2,669万円

6.5％6.5％

その他その他
４億7,130万円４億7,130万円

3.3％3.3％

人件費人件費
26億4,763万円26億4,763万円
18.6％18.6％

公債費公債費
15億8,625万円15億8,625万円
11.2％11.2％

平成30年度 当初予算

一 般 会 計

－目的別歳出－－目的別歳出－－性質別歳出－－性質別歳出－

－財政に関する用語－－財政に関する用語－

歳出

※金額の表示に当たり、１万円未満は四捨五入しています。
また、表中（　）内は前年度比の増減率です。

自主財源と依存財源
　市税や分担金・負担金、諸収入など
市が自主的に収入できる財源を「自主財
源」、また地方交付税や国庫・県支出金、
市債などのように国・県からの交付を受
けるものを「依存財源」と言います。
　歳入に占める自主財源の割合が多いほ
ど、自立安定した市の財政運営がしやす
くなります。

義務的経費と任意的経費
　地方自治体の経費のうち、支出が義務
付けられ、任意に削減できない人件費、
公債費、扶助費のことを「義務的経費」、
義務的経費以外の経費で、任意で削減が
可能な経費を「任意的経費」と言います。
　義務的経費の割合が小さいほど財政に
弾力性があり、柔軟な予算編成が可能に
なります。

使われるお金
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